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(57)【要約】
【課題】コンテンツの訴求効果を向上させること。
【解決手段】本願に係る配信装置は、取得部と、決定部
とを有する。取得部は、音声又は字幕である付加情報が
付加された一のコンテンツの配信実績として、複数の付
加情報のいずれかと一のコンテンツとの組合せ毎に、一
のコンテンツの配信実績を取得する。決定部は、取得部
によって取得された一のコンテンツの配信実績に基づい
て、所定のコンテンツに付加する付加情報を決定する。
【選択図】図３
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　音声又は字幕である付加情報が付加された一のコンテンツの配信実績として、複数の付
加情報のいずれかと前記一のコンテンツとの組合せ毎に、前記一のコンテンツの配信実績
を取得する取得部と、
　前記取得部によって取得された前記一のコンテンツの配信実績に基づいて、所定のコン
テンツに付加する付加情報を決定する決定部と、
　を備えたことを特徴とする配信装置。
【請求項２】
　前記取得部は、
　前記一のコンテンツの配信実績として、複数の付加情報のいずれかと前記所定のコンテ
ンツとの組合せ毎に、前記配信実績を取得し、
　前記決定部は、
　前記複数の付加情報のうち、前記所定のコンテンツに付加する付加情報を決定する、
　ことを特徴とする請求項１に記載の配信装置。
【請求項３】
　前記決定部は、
　前記複数の付加情報のうち、前記一のコンテンツとは異なる所定のコンテンツに付加す
る付加情報を決定する、
　ことを特徴とする請求項１に記載の配信装置。
【請求項４】
　前記決定部は、
　前記複数の付加情報のいずれかと前記所定のコンテンツとの各組合せにおける配信割合
を決定する、
　ことを特徴とする請求項１～３のいずれか１つに記載の配信装置。
【請求項５】
　前記所定のコンテンツと前記複数の付加情報とを前記所定のコンテンツの提供主から受
け付ける受付部をさらに備え、
　前記決定部は、
　前記受付部によって受け付けられた複数の付加情報のうち、前記所定のコンテンツに付
加する付加情報を決定する、
　ことを特徴とする請求項１～４のいずれか１つに記載の配信装置。
【請求項６】
　前記受付部は、
　前記複数の付加情報として、前記所定のコンテンツに流れるＢＧＭ（Background　Musi
c）であって、メロディが異なる複数のＢＧＭを受け付ける、
　ことを特徴とする請求項５に記載の配信装置。
【請求項７】
　前記受付部は、
　前記複数の付加情報として、前記所定のコンテンツに流れるＢＧＭであって、テンポが
異なる複数のＢＧＭを受け付ける、
　ことを特徴とする請求項５に記載の配信装置。
【請求項８】
　前記受付部は、
　前記複数の付加情報として、前記所定のコンテンツに流れるナレーションであって、声
質が異なる複数のナレーションを受け付ける、
　ことを特徴とする請求項５に記載の配信装置。
【請求項９】
　前記受付部は、
　前記複数の付加情報として、前記所定のコンテンツに流れるナレーションであって、口
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調、方言及び語尾の少なくとも１つが異なる複数のナレーションを受け付ける、
　ことを特徴とする請求項５に記載の配信装置。
【請求項１０】
　前記受付部は、
　前記複数の付加情報として、前記所定のコンテンツに流れるナレーションであって、読
み上げられる内容が異なる複数のナレーションを受け付ける、
　ことを特徴とする請求項５に記載の配信装置。
【請求項１１】
　前記取得部は、
　前記配信実績として、前記一のコンテンツのインプレッション数、ＣＰＭ（Cost　Per
　Mille）、クリック数、ＣＰＣ（Cost　Per　Click）、ＣＰＡ（Cost　Per　Action，　
Cost　Per　Acquisition）、閲覧時間のいずれか一つを取得する、
　ことを特徴とする請求項１～５のいずれか１つに記載の配信装置。
【請求項１２】
　コンピュータが実行する配信方法であって、
　音声又は字幕である付加情報が付加された一のコンテンツの配信実績として、複数の付
加情報のいずれかと前記一のコンテンツとの組合せ毎に、前記一のコンテンツの配信実績
を取得する取得工程と、
　前記取得工程によって取得された前記一のコンテンツの配信実績に基づいて、所定のコ
ンテンツに付加する付加情報を決定する決定工程と、
　を備えたことを特徴とする配信方法。
【請求項１３】
　音声又は字幕である付加情報が付加された一のコンテンツの配信実績として、複数の付
加情報のいずれかと前記一のコンテンツとの組合せ毎に、前記一のコンテンツの配信実績
を取得する取得手順と、
　前記取得手順によって取得された前記一のコンテンツの配信実績に基づいて、所定のコ
ンテンツに付加する付加情報を決定する決定手順と、
　をコンピュータに実行させることを特徴とする配信プログラム。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、配信装置、配信方法及び配信プログラムに関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、インターネットの飛躍的な普及に伴い、ネットワークを介したコンテンツ（例え
ば動画コンテンツ）の配信が行われている。例えば、ウェブページの所定の位置に企業や
商品等に関する動画コンテンツを配信することで、企業や商品等に関する訴求効果を高め
ることが行われている。
【０００３】
　コンテンツの選定方法として、例えば、動画広告コンテンツにおいては、広告対象者の
属性に応じて、最適な音声や香りを送出する技術が知られている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２０１４－６６８４号公報
【特許文献２】特開２０１０－３９３３３号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　しかしながら、上述した従来技術では、対象者の属性を判定しているに過ぎず、コンテ
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ンツの訴求効果を向上させることができるとは限らなかった。例えば、上述した従来技術
では、カメラを用いて撮影した画像データを解析することで対象者の属性を判定している
ので対象者の属性を正確に判定できているとは言えず、対象者の属性と提供されるコンテ
ンツとのマッチングに差が生まれる可能性があった。
【０００６】
　本願は、上記に鑑みてなされたものであって、コンテンツの訴求効果を向上させること
ができる配信装置、配信方法および配信プログラムを提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本願に係る配信装置は、音声又は字幕である付加情報が付加された一のコンテンツの配
信実績として、複数の付加情報のいずれかと前記一のコンテンツとの組合せ毎に、前記一
のコンテンツの配信実績を取得する取得部と、前記取得部によって取得された前記一のコ
ンテンツの配信実績に基づいて、所定のコンテンツに付加する付加情報を決定する決定部
と、を備えたことを特徴とする。
【発明の効果】
【０００８】
　実施形態の一態様によれば、コンテンツの訴求効果を向上させることができる配信装置
、配信方法および配信プログラムを提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【０００９】
【図１】図１は、実施形態に係る配信処理の一例を示す図である。
【図２】図２は、実施形態に係る配信処理システムの構成例を示す図である。
【図３】図３は、実施形態に係る配信装置の構成例を示す図である。
【図４】図４は、実施形態に係る動画情報記憶部の一例を示す図である。
【図５】図５は、実施形態に係る配信装置による配信処理手順を示すフローチャートであ
る。
【図６】図６は、配信装置の機能を実現するコンピュータの一例を示すハードウェア構成
図である。
【発明を実施するための形態】
【００１０】
　以下に、本願に係る配信装置、配信方法及び配信プログラムの実施形態について図面を
参照しつつ詳細に説明する。なお、この実施形態により本願に係る配信装置、配信方法及
び配信プログラムが限定されるものではない。
【００１１】
〔１．配信装置の情報処理〕
　まず、図１を用いて、実施形態に係る配信処理の一例について説明する。図１は、実施
形態に係る配信処理の一例を示す図である。図１では、配信装置１００により配信処理が
実行される例を示す。
【００１２】
　図１に示すように、実施形態に係る配信装置１００は、広告主端末１０から、動画や静
止画等である広告コンテンツと、かかる広告コンテンツに付加される複数の音声情報との
入稿を受け付け、複数の音声情報のいずれかを付加した広告コンテンツを端末装置２０に
配信する。なお、以下の実施形態では、広告コンテンツが動画であるものとして説明し、
以下では動画である広告コンテンツを「動画広告」と表記する。
【００１３】
　以下、図１を用いて、配信装置１００による動画広告の配信処理の一例を流れに沿って
説明する。
【００１４】
　図１において、広告主端末１０は、広告主ＣＬ１１の操作に従って、動画広告Ａ１と、
異なる複数の音声情報Ｖ１～Ｖ３とを配信装置１００に入稿する（ステップＳ１１）。具
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体的には、広告主端末１０は、動画広告とともに、かかる動画広告に対応する音声情報と
して異なる複数のＢＧＭ（Background　Music）を入稿する。例えば、広告主端末１０は
、複数のＢＧＭとして、メロディが異なるＢＧＭや、テンポが異なるＢＧＭ等を入稿する
。端末装置２０は、ユーザ群に属するユーザのいずれかによって操作される。図１に示す
ユーザ群はそれぞれ端末装置２０を有する。それぞれのユーザが異なる端末装置２０を所
持するが、以下では各端末装置２０を区別する必要がないため、端末装置２０と表記する
。
【００１５】
　続いて、配信装置１００は、端末装置２０から、動画広告の配信要求を受け付ける。動
画広告の配信要求を受け付けた配信装置１００は、複数の音声情報Ｖ１～Ｖ３のいずれか
を付加した動画広告Ａ１を配信する（ステップＳ１２）。このとき、配信装置１００は、
ユーザ群のいずれかのユーザから動画広告の配信要求を受け付けるたびに、複数の音声情
報Ｖ１～Ｖ３のいずれかを付加した動画広告Ａ１を配信する。例えば、配信装置１００は
、複数の音声Ｖ１～Ｖ３と動画広告Ａ１との各組合せにおける配信割合を均等として、配
信する。つまり、配信装置１００は、動画広告Ａ１と音声Ｖ１との組合せと、動画広告Ａ
１と音声Ｖ２との組合せと、動画広告Ａ１と音声Ｖ３との組合せとの配信割合が１：１：
１となるように配信する。
【００１６】
　続いて、配信装置１００は、端末装置２０に異なる複数の音声情報Ｖ１～Ｖ３のいずれ
かと動画広告Ａ１との組合せ毎に配信した配信実績として、動画広告Ａ１のＣＴＲ（Clic
k　Through　Rate）を取得する（ステップＳ１３）。
【００１７】
　そして、配信装置１００は、ＣＴＲが相対的に高かった音声情報が付加された動画広告
の配信割合を増やし、ＣＴＲが相対的に低かった音声情報が付加された動画広告の配信割
合を減らす（ステップＳ１４）。例えば、配信装置１００は、ＣＴＲを配信割合に反映す
る。図１の例では、動画広告Ａ１と音声Ｖ１との組合せではＣＴＲが０．２、動画広告Ａ
１と音声Ｖ２との組合せではＣＴＲが０．７、動画広告Ａ１と音声Ｖ３との組合せではＣ
ＴＲが０．１である。この場合、配信装置１００は、動画広告Ａ１と音声Ｖ１との組合せ
と、動画広告Ａ１と音声Ｖ２との組合せと、動画広告Ａ１と音声Ｖ３との組合せとの配信
割合が２：７：１となるように配信する。
【００１８】
　そして、配信装置１００は、ＣＴＲから決定した配信割合に基づいて、異なる複数の音
声情報Ｖ１～Ｖ３のいずれかを付加した動画広告Ａ１を端末装置２０に配信する（ステッ
プＳ１５）。
【００１９】
　このように、実施形態に係る配信装置１００は、複数の音声情報と動画広告との各組合
せの中から、訴求効果が高くなると想定される音声情報と動画広告との組合せにおける配
信割合をＣＴＲの変動に伴って順次調節しつつ、音声情報を付加した動画広告を配信する
。
【００２０】
　これにより、同一の一つの動画広告であっても、音声情報が異なることでユーザがクリ
ックするか否か変動する可能性が考えられるが、実施形態に係る配信装置１００は、動画
広告にとって訴求効果が高くなると想定される音声情報を付加した上で配信することがで
きるので、動画広告の訴求効果を向上することができる。
【００２１】
〔２．配信システムの構成〕
　次に、図２を用いて、実施形態に係る配信処理システムの構成について説明する。図２
は、実施形態に係る配信処理システムの構成例を示す図である。図２に示すように、配信
システム１は、配信装置１００と、広告主端末１０と、端末装置２０と、コンテンツサー
バ３０とを含む。配信装置１００、広告主端末１０、端末装置２０及びコンテンツサーバ
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３０は、ネットワークＮを介して有線又は無線により通信可能に接続される。なお、図２
に示す配信システム１には、複数台の広告主端末１０や、複数台の端末装置２０や、複数
台のコンテンツサーバ３０や、複数台の配信装置１００が含まれてもよい。
【００２２】
　広告主端末１０は、広告主によって利用される情報処理装置である。例えば、広告主端
末１０は、デスクトップ型ＰＣ（Personal　Computer）や、ノート型ＰＣや、タブレット
端末や、携帯電話機や、ＰＤＡ（Personal　Digital　Assistant）等である。また、広告
主端末１０は、広告主による操作に従って、動画広告と、異なる複数の音声情報とを配信
装置１００に入稿する。
【００２３】
　なお、広告主は、動画広告及び異なる複数の音声情報の入稿を代理店に依頼する場合が
ある。この場合、配信装置１００に動画広告及び異なる複数の音声情報を入稿するのは代
理店となる。以下では、「広告主」といった表記は、広告主だけでなく代理店を含む概念
であり、「広告主端末」といった表記は、広告主端末１０だけでなく代理店によって利用
される代理店装置を含む概念であるものとする。
【００２４】
　端末装置２０は、ブラウザに表示されるウェブページやアプリに表示されるコンテンツ
を閲覧するユーザによって利用される情報処理装置である。以下ではブラウザに表示され
るウェブページやアプリに表示されるコンテンツを、ウェブコンテンツと表記する。例え
ば、端末装置２０は、デスクトップ型ＰＣや、ノート型ＰＣや、タブレット端末や、携帯
電話機や、ＰＤＡ等である。また、端末装置２０は、ユーザによる操作に従ってコンテン
ツサーバ３０からウェブコンテンツ等のコンテンツを取得し、配信装置１００から動画広
告である各種広告コンテンツを取得し、取得した広告コンテンツをウェブコンテンツに設
けられている所定の表示枠に表示する。
【００２５】
　コンテンツサーバ３０は、端末装置２０にウェブコンテンツを配信するウェブサーバ等
である。例えば、コンテンツサーバ３０は、ニュースサイト、オークションサイト、天気
予報サイト、ショッピングサイト、ファイナンス（株価）サイト、路線検索サイト、地図
提供サイト、旅行サイト、飲食店紹介サイト、ウェブブログ等を端末装置２０に配信する
。
【００２６】
　ここで、コンテンツサーバ３０によって配信されるウェブコンテンツには、コンテンツ
取得命令が含まれる。例えば、ウェブコンテンツを形成するＨＴＭＬ（HyperText　Marku
p　Language）により記述されたＨＴＭＬファイル等には、配信装置１００のＵＲＬ（Uni
form　Resource　Locator）等がコンテンツ取得命令として記述される。この場合、端末
装置２０は、ＨＴＭＬファイル等に記述されているＵＲＬにアクセスすることで、配信装
置１００から動画広告を取得する。
【００２７】
　配信装置１００は、動画広告の配信を行うサーバ装置である。例えば、配信装置１００
は、端末装置２０から動画広告リクエストを受付けると、ＣＴＲ等から決定した配信対象
の動画広告を端末装置２０に配信する。また、配信装置１００は、端末装置２０の所在地
やユーザの属性等からユーザと動画広告とのマッチングをさらに行うことにより、配信対
象の動画広告を決定してもよい。
【００２８】
〔３．配信装置の構成〕
　次に、図３を用いて、実施形態に係る配信装置１００の構成について説明する。図３は
、実施形態に係る配信装置１００の構成例を示す図である。図３に示すように、配信装置
１００は、通信部１１０と、動画情報記憶部１２０と、制御部１３０とを有する。
【００２９】
　通信部１１０は、例えば、ＮＩＣ（Network　Interface　Card）等によって実現される
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。そして、通信部１１０は、ネットワークＮと有線又は無線で接続され、広告主端末１０
や端末装置２０やコンテンツサーバ３０との間で情報の送受信を行う。
【００３０】
　動画情報記憶部１２０は、例えば、ＲＡＭ（Random　Access　Memory)、フラッシュメ
モリ（Flash　Memory）等の半導体メモリ素子、または、ハードディスク、光ディスク等
の記憶装置によって実現される。動画情報記憶部１２０は、制御部１３０における入稿受
付部１３１を介して広告主端末１０から入稿された動画広告及び音声情報に関する各種情
報を記憶する。
【００３１】
　ここで、図４に、実施形態に係る動画情報記憶部１２０の一例を示す。図４に示した例
では、動画情報記憶部１２０は、「動画広告」、「音声情報」、「ＣＴＲ」、「配信割合
」といった項目を有する。
【００３２】
　「動画広告」は、広告主端末１０から入稿された動画広告を示す。図４では「動画広告
」に「Ａ１」といった概念的な情報が格納される例を示したが、実際には、動画像、又は
、これらの格納場所を示すファイルパス名などが格納される。
【００３３】
　「音声情報」は、広告主端末１０から入稿された音声情報を示す。図４では「音声情報
」に「Ｖ１～Ｖ３」といった概念的な情報が格納される例を示したが、実際には、音声デ
ータ、又は、これらの格納場所を示すファイルパス名などが格納される。
【００３４】
　「ＣＴＲ」は、異なる複数の音声情報のいずれかを付加した動画広告の配信実績であり
、動画広告がクリックされた回数を動画広告の表示回数によって除算した値を示す。
【００３５】
　「配信割合」は、異なる複数の音声情報のいずれかを付加した動画広告の配信比率を示
す。例えば、図４では、ＣＴＲに基づいて、動画広告Ａ１と音声Ｖ１との組合せと、動画
広告Ａ１と音声Ｖ２との組合せと、動画広告Ａ１と音声Ｖ３との組合せの配信割合が２：
７：１と格納される。図４では「動画広告Ａ１と音声Ｖ１との組合せと、動画広告Ａ１と
音声Ｖ２との組合せと、動画広告Ａ１と音声Ｖ３との組合せの配信割合が２：７：１」と
いったある場面における配信割合の値が格納される例を示したが、実際には、端末装置２
０から動画広告がクリックされたと通知が来る毎に、配信割合は更新される。
【００３６】
　制御部１３０は、例えば、ＣＰＵ（Central　Processing　Unit）やＭＰＵ（Micro　Pr
ocessing　Unit）等によって、配信装置１００内部の記憶装置に記憶されている各種プロ
グラムがＲＡＭを作業領域として実行されることにより実現される。また、制御部１３０
は、例えば、ＡＳＩＣ（Application　Specific　Integrated　Circuit）やＦＰＧＡ（Fi
eld　Programmable　Gate　Array）等の集積回路により実現される。
【００３７】
　図３に示すように、制御部１３０は、コントローラ（Controller）であり、入稿受付部
１３１と、要求受付部１３２と、取得部１３３と、決定部１３４と、配信部１３５とを有
し、以下に説明する情報処理の機能や作用を実現または実行する。なお、制御部１３０の
内部構成は、図３に示した構成に限られず、後述する情報処理を行う構成であれば他の構
成であってもよい。また、制御部１３０が有する各処理部の接続関係は、図３に示した接
続関係に限られず、他の接続関係であってもよい。
【００３８】
　入稿受付部１３１は、所定のコンテンツとして動画広告と、複数の付加情報として複数
の音声情報との入稿を広告主端末１０から受け付ける。また、入稿受付部１３１は、受け
付けた動画広告と複数の音声情報を動画情報記憶部１２０に格納する。このとき、例えば
、入稿受付部１３１は、動画広告と複数の音声情報とが入稿された時点では、音声情報を
付加した動画広告の配信割合について１：１：１のように均等となるように格納する。
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【００３９】
　要求受付部１３２は、端末装置２０から動画広告の配信要求を受け付ける。例えば、要
求受付部１３２は、コンテンツサーバ３０から配信されたウェブコンテンツ等のコンテン
ツに設定される動画広告枠に従って、動画情報記憶部１２０からかかる動画広告枠に表示
するための動画広告の配信要求を受け付ける。
【００４０】
　取得部１３３は、音声情報が付加された動画広告の配信実績として、異なる複数の音声
情報のいずれかと動画広告との組合せ毎に、音声情報が付加された動画広告のＣＴＲを配
信実績として取得する。具体的には、取得部１３３は、要求受付部１３２が端末装置２０
から動画広告配信の要求を受け付けた場合に、動画情報記憶部１２０から配信対象である
動画広告のＣＴＲを配信実績として取得する。例えば、配信対象である動画広告を動画広
告Ａ１とする。図４に示すように、取得部１３３は、要求受付部１３２が配信要求を受け
付けた場合に、動画情報記憶部１２０から動画広告Ａ１と音声情報Ｖ１との組合せにおけ
るＣＴＲ「０．２」を取得し、動画広告Ａ１と音声情報Ｖ２との組合せにおけるＣＴＲ「
０．７」を取得し、動画広告Ａ１と音声情報Ｖ３との組合せにおけるＣＴＲ「０．１」を
取得する。
【００４１】
　決定部１３４は、取得部１３３によって取得された配信実績に基づいて、異なる複数の
音声情報と動画広告との各組合せにおける配信割合を決定する。具体的には、決定部１３
４は、取得部１３３が取得した異なる複数の音声情報と動画広告との各組合せにおける配
信実績に基づいて、ＣＴＲが相対的に高かった音声情報が付加された動画広告の配信割合
を増やし、ＣＴＲが相対的に低かった音声情報が付加された動画広告の配信割合を減らす
。
【００４２】
　例えば、動画情報記憶部１２０に記憶されている「動画広告Ａ１と音声Ｖ１との組合せ
と、動画広告Ａ１と音声Ｖ２との組合せと、動画広告Ａ１と音声Ｖ３との組合せの配信割
合が１：１：１」だったとする。この場合、決定部１３４は、動画情報記憶部１２０に記
憶されている配信割合を参照して、入稿受付部１３１が初期に設定した「動画広告Ａ１と
音声Ｖ１との組合せと、動画広告Ａ１と音声Ｖ２との組合せと、動画広告Ａ１と音声Ｖ３
との組合せの配信割合１：１：１」を「動画広告Ａ１と音声Ｖ１との組合せと、動画広告
Ａ１と音声Ｖ２との組合せと、動画広告Ａ１と音声Ｖ３との組合せの配信割合２：７：１
」に更新する。
【００４３】
　なお、上述の例では、「動画広告Ａ１と音声Ｖ１との組合せと、動画広告Ａ１と音声Ｖ
２との組合せと、動画広告Ａ１と音声Ｖ３との組合せの配信割合２：７：１」に更新する
といったある場面における配信割合の値が更新される例を示したが、実際には、更新され
る配信割合の大小関係がＣＴＲの大小関係と同じであればよく、端末装置２０から動画広
告がクリックされたことを示すクリック通知を受信する毎に、配信割合として任意の値が
更新される。
【００４４】
　配信部１３５は、異なる複数の音声情報のいずれかを付加した動画広告を配信割合に基
づいて配信する。具体的には、配信部１３５は、動画情報記憶部１２０に記憶されている
配信割合を参照して、端末装置２０に対して、異なる複数の音声情報のいずれかを付加し
た動画広告を配信する。例えば、配信部１３５は、仮に動画情報記憶部１２０に記憶され
ている「動画広告Ａ１と音声Ｖ１との組合せと、動画広告Ａ１と音声Ｖ２との組合せと、
動画広告Ａ１と音声Ｖ３との組合せの配信割合が２：７：１」だったとする。この場合、
配信部１３５は、１０回のうち２回の割合で動画広告Ａ１と音声Ｖ１との組合せを配信し
、１０回のうち７回の割合で動画広告Ａ１と音声Ｖ２との組合せを配信し、１０回のうち
１回の割合で動画広告Ａ１と音声Ｖ３との組合せを配信する。
【００４５】
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　また、配信部１３５は、複数の音声情報のいずれかを付加した動画広告を配信割合に基
づいて配信した後、端末装置２０に配信した動画広告がユーザによりクリックされた場合
には、端末装置２０からクリックされた旨のクリック通知を受信する。この場合、配信部
１３５は、クリック通知に基づいて、クリックされた動画広告に対応する動画情報記憶部
１２０のＣＴＲを更新する。例えば、音声情報Ｖ１を付加した動画広告Ａ１を配信したと
する。この場合、配信部１３５は、音声情報Ｖ１を付加した動画広告Ａ１における配信回
数の総計とクリック回数の総計とを保持する。そして、配信部１３５は、定期的（例えば
、１時間毎や１日毎）に、「クリック回数の総計」を「配信回数の総計」により除算する
ことでＣＴＲを算出し、動画情報記憶部１２０に記憶されている音声情報Ｖ１を付加した
動画広告Ａ１におけるＣＴＲを更新する。なお、配信装置１００は、動画広告を配信した
場合には配信数に一を加算し、クリック通知を受信した場合にはクリック数に一を加算す
る。
【００４６】
〔４．配信装置による配信処理手順の一例を示すフローチャート〕
　次に、図５を用いて、配信装置１００による配信処理手順の一例の手順について説明す
る。図５は、実施形態に係る配信装置１００による配信処理手順を示すフローチャートで
ある。なお、図５に示す配信装置１００の情報処理手順は、配信装置１００の取得部１３
３及び決定部１３４により行われる。
【００４７】
　図５に示すように、要求受付部１３２は、端末装置２０から、動画広告配信の要求を受
け付けたか否かを判定する（ステップＳ１０１）。そして、要求受付部１３２は、動画広
告配信の要求を受け付けていない場合（ステップＳ１０１；Ｎｏ）、受け付けるまで待機
する。
【００４８】
　一方、動画広告配信の要求を受け付けた場合（ステップＳ１０１；Ｙｅｓ）、取得部１
３３は、動画情報記憶部１２０からＣＴＲを配信実績として取得する（ステップＳ１０２
）。
【００４９】
　続いて、決定部１３４は、取得部１３３が取得した配信実績を基にして、異なる複数の
音声情報のいずれかと動画広告との各組合せにおける配信割合を決定する（ステップＳ１
０３）。そして、配信部１３５は、決定部１３４が決定した配信割合に基づいて、端末装
置２０に、異なる複数の音声情報のいずれかを付加した動画広告を配信する（ステップＳ
１０４）。
【００５０】
　続いて、クリック通知を受けた場合に、配信部１３３は、動画広告のＣＴＲを更新する
ことで、配信実績を更新する（ステップＳ１０５）。
【００５１】
　なお、上記実施形態において、配信装置１００による配信処理手順の一例の手順につい
て説明したが、配信装置１００による配信処理手順は、図５に示したフローチャート以外
でもよい。例えば、配信装置１００は、ステップＳ１０５におけるＣＴＲ更新処理ののち
に、配信割合を更新する処理を行ってもよい。この場合、配信装置１００は、配信要求を
受け付けたときに、ステップＳ１０２とステップＳ１０３とをせずに、動画情報記憶部１
２０に記憶されている配信割合に基づいて、複数の音声情報のいずれかを付加した動画広
告を配信する。
【００５２】
〔５．変形例〕
　上述した配信装置１００は、上記実施形態以外にも種々の異なる形態にて実施されてよ
い。そこで、以下では、配信装置１００の他の実施形態について説明する。
【００５３】
〔５－１．動画広告〕
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　上記実施形態において、動画広告の代わりに、静止画像や、テキストデータなどを適用
できる。また、配信装置１００は、動画広告に限らず、各種のコンテンツを対象としても
よい。例えば、配信装置１００は、広告目的でないコンテンツ（例えば、ウェブコンテン
ツに含まれる記事やリンクなど）を配信してもよい。
【００５４】
〔５－２．音声情報〕
　上記実施形態では、配信装置１００の入稿受付部１３１が受け付ける複数の音声情報と
して、メロディが異なるＢＧＭや、テンポが異なるＢＧＭ等を例に挙げて説明した。しか
し、入稿受付部１３１は、複数の音声情報として、同一のナレーションや歌詞ではあるが
声質が異なる複数の音声情報を受け付けてもよい。例えば、入稿受付部１３１は、異なる
声優によるナレーションを複数の音声情報として受け付けてもよいし、異なる歌手によっ
て歌われている楽曲を複数の音声情報として受け付けてもよい。また、入稿受付部１３１
は、同一のナレーションであるが口調が異なる複数の音声情報を受け付けてもよい。例え
ば、入稿受付部１３１は、所定のナレーター（同一のナレーターであってもよいし、異な
るナレーターであってもよい）が喜怒哀楽ごとに口調を異ならせて読み上げたナレーショ
ンを複数の音声情報として受け付けてもよい。
【００５５】
　また、入稿受付部１３１は、所定のナレーター（同一のナレーターであってもよいし、
異なるナレーターであってもよい）が方言ごとに口調を異ならせて読み上げたナレーショ
ンを複数の音声情報として受け付けてもよい。なお、上記例では、入稿受付部１３１が複
数の音声情報における配信割合の初期値として１：１：１を設定する例を示したが、入稿
受付部１３１は、方言ごとに異なる複数の音声情報を受け付ける場合には、配信割合の初
期値を設定しなくてもよい。この場合、配信部１３５は、端末装置２０の所在地に対応す
る方言の音声情報を付加した動画広告を優先して端末装置２０に配信してもよい。例えば
、配信部１３５は、地域Ａに所在する端末装置２０に対しては、地域Ａに対応する方言の
音声情報を付加した動画広告を、他の地域に対応する方言の音声情報を付加した動画広告
よりも高い割合で配信する。一例を挙げると、配信部１３５は、地域Ａに対応する方言の
音声情報を付加した動画広告と、他の地域に対応する方言の音声情報を付加した動画広告
との配信割合の初期値を７：３等とする。そして、配信装置１００は、ＣＴＲ等の配信実
績が蓄積されるにつれて、初期値の配信割合を更新する。
【００５６】
　また、入稿受付部１３１は、所定のナレーター（同一のナレーターであってもよいし、
異なるナレーターであってもよい）が語尾を変化させたナレーションを複数の音声情報と
して受け付けてもよい。また、入稿受付部１３１は、読み上げられる内容が異なる（すな
わち、ナレーションの内容が異なる）複数の音声情報を受け付けてもよい。
【００５７】
〔５－３．複数の音声情報の作成〕
　上記実施形態において、配信装置１００の入稿受付部１３１は、広告主から一つの音声
情報を受け付けてもよい。この場合、入稿受付部１３１は、受け付けた一つの音声情報か
ら、異なる複数の音声情報を作成してもよい。例えば、入稿受付部１３１は、広告主から
受け付けた一つの音声情報を基に、音声のテンポ、音量、抑揚、方言、読み上げ内容、語
尾、ユーザごとにナレーター及び声優を変えることで、異なる音声情報を複数作成する。
【００５８】
　例えば、配信装置１００の入稿受付部１３１は、所定の広告主から一つの音声情報とし
てナレーターが読み上げるナレーションを受け付けるとする。この場合、入稿受付部１３
１は、かかるナレーションから読み上げ内容の異なる複数のナレーションを作成する。続
いて、配信装置１００の配信部１３５は、複数のナレーションのいずれかを付加した所定
の動画広告を配信することで、動画広告と複数のナレーションのいずれかとの各組合せに
おけるＣＴＲを蓄積する。そして、配信装置１００の取得部１３３は、かかるＣＴＲに基
づいて、配信実績を更新する。続いて、配信装置１００の決定部１３４は、取得部１３３
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によって取得された配信実績に基づいて、異なる複数のナレーションと動画広告との各組
合せにおける配信割合を更新する。
【００５９】
〔５－４．ユーザ反応の取得（１）〕
　また、上記実施形態において、配信装置１００の取得部１３３は、配信実績としてＣＴ
Ｒではなく、インプレッション数、ＣＰＭ（Cost　Per　Mille）、クリック数、ＣＰＣ（
Cost　Per　Click）、ＣＰＡ（Cost　Per　Action，　Cost　Per　Acquisition）、閲覧
時間の長さのいずれか一つを取得してもよい。
【００６０】
〔５－５．ユーザ反応の取得（２）〕
　また、上記実施形態において、配信装置１００の取得部１３３は、配信装置１００の運
用前にテスト配信した場合における動画広告のＣＴＲを配信実績として取得してもよい。
【００６１】
〔５－６．配信部の処理（１）〕
　上記実施形態において、配信装置１００の配信部１３５は、動画情報記憶部１２０に記
憶されている配信割合を参照して、端末装置２０に対して、異なる複数の音声情報のいず
れかを付加した動画広告を配信するが、配信装置１００の配信部１３５は、すべての音声
情報をランダムな順番に付加した動画広告を、端末装置２０に対して、配信してもよい。
具体的には、配信部１３５は、動画情報記憶部１２０に記憶されている複数の音声情報を
同一の動画広告にすべて付加し、端末装置２０に配信する。このとき、音声情報は、ラン
ダムな順番で動画広告に付加される。例えば、図１の例において、配信部１３５は、動画
広告Ａ１の再生時間Ｔ１～Ｔ２に音声情報Ｖ３を付加し、動画広告Ａ１の再生時間Ｔ２～
Ｔ３に音声情報Ｖ１を付加し、動画広告Ａ１の再生時間Ｔ３～Ｔ４に音声情報Ｖ２を付加
する。なお、ここでは、Ｔ１＜Ｔ２＜Ｔ３＜Ｔ４であるものとする。
【００６２】
　そして、配信部１３５は、端末装置２０から動画広告のクリック通知を受信する場合に
、クリックされたタイミングとして動画広告の再生時間を端末装置２０から受信する。こ
の場合、配信部１３５は、クリックされたタイミング（動画広告の再生時刻）に対応する
音声情報のクリック数に一を加算する。例えば、上記例の場合において、配信部１３５は
、端末装置２０から、動画広告Ａ１の再生時間Ｔ２´（Ｔ２＜Ｔ２´＜Ｔ３とする）にク
リックされたことを示すクリック通知を受信したものとする。この場合、配信部は、動画
広告Ａ１と音声情報Ｖ１～Ｖ３との各組合せの配信数に一を加算するとともに、動画広告
Ａ１と音声情報Ｖ１との組合せのクリック数に一を加算する。これにより、動画広告Ａ１
と音声情報Ｖ１との組合せのＣＴＲが増加することになるので、決定部１３４は、動画広
告Ａ１と音声情報Ｖ１との組合せにおける配信割合を他の組合せよりも高くすることとな
る。
【００６３】
〔５－７．配信部の処理（２）〕
　また、上記実施形態において、配信装置１００の配信部１３５は、音声が流れているか
否かに関わらず、クリック通知を受信した場合にはクリック数に一を加算するが、音声が
流れている（消音状態ではない）ときだけクリック数に一を加算してもよい。具体的には
、配信部１３５は、端末装置２０を操作しているユーザが動画広告をクリックした場合に
、音声が流れている場合にはクリック数を更新し、消音状態の場合にはクリック数を更新
しない。例えば、配信部１３５は、端末装置２０に動画広告を配信した後、端末装置２０
からユーザが動画広告をクリックしたという通知を受け取る。このとき、配信部１３５は
、音声が流れている状態で動画広告がクリックされたか否かを示す情報を端末装置２０か
ら取得する。そして、配信部１３５は、音声が流れている状態でクリックされた場合には
クリック数に一を加算し、音声が流れている消音状態でクリックされた場合にはクリック
数を更新しない。なお、配信部１３５は、動画広告がクリックされたか否かにかかわらず
、消音状態で動画広告が再生されたか否かを示す情報を端末装置２０から受信してもよい
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。この場合、配信部１３５は、消音状態の場合には配信回数を更新しなくてもよい。消音
状態で動画広告をクリックされた場合には、音声情報がユーザの興味関心を惹きつけたと
はいえないが、配信装置１００は、消音状態か否かに応じてクリック数の更新を制御する
ことで、高精度に音声情報の配信割合を調整することができる。
【００６４】
〔５－８．決定部の処理〕
　上記実施形態において、配信装置１００の決定部１３４は、動画広告と異なる複数の音
声情報のいずれかとの各組合せにおける配信実績に基づいて、動画広告と異なる複数の音
声情報のいずれかとの各組合せにおける配信割合を決定するが、上記動画広告とは異なる
動画広告と異なる複数の音声情報のいずれかとの各組合せにおける配信割合を決定しても
よい。例えば、決定部１３４は、動画広告Ａ１と異なる複数の音声情報Ｖ１～Ｖ３のいず
れかとの各組合せにおける配信実績に基づいて、動画広告Ａ１とは異なる動画広告Ａ２と
異なる複数の音声情報Ｖ１～Ｖ３のいずれかとの各組合せにおける配信割合を決定しても
よい。
【００６５】
〔５－９．ターゲティング配信〕
　上記実施形態において、配信装置１００は、配信装置１００が予め取得したユーザに関
する情報（以下、ユーザ情報）に基づいて、ターゲティング配信を行ってもよい。この点
について図１を用いて説明する。
【００６６】
　実施形態に係る配信装置１００は、広告主端末１０から、動画広告と、かかる動画広告
に付加される複数の音声情報との入稿を受け付け、異なる複数の音声情報のいずれかを付
加した動画広告を端末装置２０に配信する。このとき、配信装置１００は、ユーザ情報を
利用して、配信対象先であるユーザと、配信される動画広告と音声情報との組合せとの適
切なマッチング処理を実行し、ターゲティング配信を行う。
【００６７】
　なお、ユーザ情報とは、一般ユーザによって操作される情報処理端末である端末装置２
０がウェブサイトにアクセスした際のログ（log）データや、ログデータから導出される
各種情報をいう。すなわち、ユーザ情報は、ユーザがアクセスしたウェブサイトの識別情
報や、アクセスした日時や、ウェブコンテンツにおいてバナー広告をクリックしたことを
示す情報や、ショッピングページにおいて商品を購買した履歴など、ネットワーク上のユ
ーザの種々の行動履歴を含む。以下では、このようなネットワーク上のユーザの行動履歴
を、ユーザの行動情報と表記する場合がある。また、ユーザ情報には、特定のウェブサイ
トへの会員登録や、ウェブサイトへのアクセス履歴や、ショッピングサイトでの購入履歴
等から導かれるユーザの属性情報（例えば、ユーザの年齢、性別、居住地、嗜好、年収な
ど）が含まれる。
【００６８】
　例えば、配信装置１００は、ウェブサイトにアクセスした端末装置２０が動画広告の配
信要求を送信した場合に、当該端末装置２０からユーザ情報を取得する。そして、配信装
置１００は、ユーザの属性情報毎に動画情報記憶部１２０を作成する。続いて、配信装置
１００は、ユーザの属性情報毎に作成した配信割合に基づいて、異なる複数の音声情報の
いずれかを付加した動画広告を配信する。この場合、ユーザ情報は、どのようなユーザ層
に対して動画広告を配信させたいかといった要望に応じて、例えば、配信装置１００に入
稿される際に広告主によって設定されてもよい。
【００６９】
　このように、実施形態に係る配信装置１００は、異なる複数の音声情報の中から、ユー
ザ情報に適した音声情報と動画広告との組合せを決定する。配信装置１００は、異なる複
数の音声情報のいずれかと動画広告との組合せ毎に配信割合をユーザ毎に最適化し、ター
ゲティング配信を行ってもよい。
【００７０】
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〔５－１０．配信する端末装置〕
　上記実施形態において、配信装置１００は、デジタルサイネージ装置や電車の広告等に
複数の音声情報のいずれかと動画広告とを配信してもよい。例えば、配信装置１００は、
配信実績が取得可能な媒体（ブラウザに表示されるウェブページやアプリに表示されるコ
ンテンツ等）で提供した動画広告に対応する配信実績から決定された配信割合に基づいて
、デジタルサイネージ装置や電車の広告等に配信する動画広告の配信割合を決定してもよ
い。
【００７１】
〔５－１１．付加情報〕
　上記実施形態において、配信装置１００は、一つの動画広告に付加される付加情報とし
て複数の字幕情報の入稿を受け付けてもよい。なお、字幕情報とは、動画広告に対応する
ナレーションや、商品や企業等の説明文等を示す。
【００７２】
　この場合、配信装置１００の配信部１３５は、所定の動画広告に複数の字幕情報のいず
れかを付加して配信することで、動画広告と複数の字幕情報のいずれかとの各組合せにお
けるＣＴＲを蓄積する。続いて、配信装置１００の取得部１３３は、かかるＣＴＲに基づ
いて、配信実績を更新する。そして、配信装置１００の決定部１３４は、取得部１３３に
よって取得された配信実績に基づいて、異なる複数の字幕情報と動画広告との各組合せに
おける配信割合を更新する。
【００７３】
〔５－１２．入稿形態〕
　上記実施形態において、動画広告と、異なる複数の音声情報とが配信装置１００に入稿
されるが、入稿形態は、上記のように動画広告と異なる複数の音声情報との入稿に限らな
くてもよい。具体的には、配信装置１００は、同一の映像に対して音声情報が異なる複数
の動画広告の入稿を受け付けてもよい。
【００７４】
〔６．ハードウェア構成〕
　また、上述してきた実施形態に係る端末装置２０及び配信装置１００は、例えば図６に
示すような構成のコンピュータ１０００によって実現される。以下、配信装置１００を例
に挙げて説明する。図６は、配信装置１００の機能を実現するコンピュータ１０００の一
例を示すハードウェア構成図である。コンピュータ１０００は、ＣＰＵ１１００、ＲＡＭ
１２００、ＲＯＭ１３００、ＨＤＤ１４００、通信インターフェイス（Ｉ／Ｆ）１５００
、入出力インターフェイス（Ｉ／Ｆ）１６００、及びメディアインターフェイス（Ｉ／Ｆ
）１７００を有する。
【００７５】
　ＣＰＵ１１００は、ＲＯＭ１３００又はＨＤＤ１４００に格納されたプログラムに基づ
いて動作し、各部の制御を行う。ＲＯＭ１３００は、コンピュータ１０００の起動時にＣ
ＰＵ１１００によって実行されるブートプログラムや、コンピュータ１０００のハードウ
ェアに依存するプログラム等を格納する。
【００７６】
　ＨＤＤ１４００は、ＣＰＵ１１００によって実行されるプログラム、及び、かかるプロ
グラムによって使用されるデータ等を格納する。通信インターフェイス１５００は、ネッ
トワークＮを介して他の機器からデータを受信してＣＰＵ１１００へ送り、ＣＰＵ１１０
０がネットワークＮを介して生成したデータを他の機器へ送信する。
【００７７】
　ＣＰＵ１１００は、入出力インターフェイス１６００を介して、ディスプレイやプリン
タ等の出力装置、及び、キーボードやマウス等の入力装置を制御する。ＣＰＵ１１００は
、入出力インターフェイス１６００を介して、入力装置からデータを取得する。また、Ｃ
ＰＵ１１００は、入出力インターフェイス１６００を介して生成したデータを出力装置へ
出力する。
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【００７８】
　メディアインターフェイス１７００は、記録媒体１８００に格納されたプログラム又は
データを読み取り、ＲＡＭ１２００を介してＣＰＵ１１００に提供する。ＣＰＵ１１００
は、かかるプログラムを、メディアインターフェイス１７００を介して記録媒体１８００
からＲＡＭ１２００上にロードし、ロードしたプログラムを実行する。記録媒体１８００
は、例えばＤＶＤ（Digital　Versatile　Disc）、ＰＤ（Phase　change　rewritable　D
isk）等の光学記録媒体、ＭＯ（Magneto-Optical　disk）等の光磁気記録媒体、テープ媒
体、磁気記録媒体、または半導体メモリ等である。
【００７９】
　例えば、コンピュータ１０００が実施形態に係る配信装置１００として機能する場合、
コンピュータ１０００のＣＰＵ１１００は、ＲＡＭ１２００上にロードされたプログラム
を実行することにより、制御部１３０の機能を実現する。また、ＨＤＤ１４００には、動
画情報記憶部１２０内のデータが格納される。コンピュータ１０００のＣＰＵ１１００は
、これらのプログラムを記録媒体１８００から読み取って実行するが、他の例として、他
の装置からネットワークＮを介してこれらのプログラムを取得してもよい。
【００８０】
　また、例えば、コンピュータ１０００が実施形態に係る端末装置２０として機能する場
合、コンピュータ１０００のＣＰＵ１１００は、ＲＡＭ１２００上にロードされたプログ
ラムを実行することにより、制御部１３０の機能を実現する。
【００８１】
〔７．効果〕
　上述してきたように、実施形態に係る配信装置１００は、取得部１３３と、決定部１３
４とを有する。取得部１３３は、音声情報（付加情報の一例に相当）が付加された動画広
告（コンテンツの一例に相当）の配信実績として、異なる複数の音声情報のいずれかと動
画広告との組合せ毎に、かかる動画広告の配信実績を取得する。決定部１３４は、取得部
１３３によって取得された動画広告の配信実績に基づいて、所定の動画広告に付加する音
声情報を決定する。
【００８２】
　これにより、実施形態に係る配信装置１００は、ユーザから何らかの成果を得ることの
できる可能性が高い動画広告と音声情報との組合せや、クリック率が高くなると想定され
る動画広告と音声情報との組合せを広告主に提示することができ、所定の動画広告に対応
する音声情報の最適化を行うことで、高い訴求効果を実現することができる。
【００８３】
　また、実施形態に係る配信装置１００において、取得部１３３は、動画広告の配信実績
として、複数の音声情報のいずれかと所定の動画広告との組合せ毎に、配信実績を取得し
、決定部１３４は、異なる複数の音声情報のうち、所定の動画広告に付加する音声情報を
決定する。
【００８４】
　また、実施形態に係る配信装置１００において、決定部１３４は、異なる複数の音声情
報のうち、動画広告とは異なる所定の動画広告に付加する音声情報を決定する。
【００８５】
　これにより、実施形態に係る配信装置１００は、異なる動画広告に対応した音声情報を
ユーザ毎に最適化することができるので、動画広告の内容に依存せず、有益な動画広告表
示を実現でき、動画広告の訴求効果を向上することができる。
【００８６】
　また、実施形態に係る配信装置１００において、決定部１３４は、異なる複数の音声情
報のいずれかと所定の動画広告との各組合せにおける配信割合を決定する。
【００８７】
　これにより、実施形態に係る配信装置１００は、異なる複数の音声情報のいずれかと動
画広告との各組合せにおける配信割合を調整することで、動画広告の訴求効果を向上する
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ことができる。
【００８８】
　また、実施形態に係る配信装置１００において、所定の動画広告と複数の音声情報とを
所定の広告主から受け付ける入稿受付部１３１をさらに備え、決定部１３４は、入稿受付
部１３１によって受け付けられた複数の音声情報のうち、所定の動画広告に付加する音声
情報を決定する。
【００８９】
　これにより、実施形態に係る配信装置１００は、広告主が入稿した動画広告に対応した
音声情報を最適化することができるので、広告主にとって有益な動画広告表示を実現でき
る。
【００９０】
　また、実施形態に係る配信装置１００において、取得部１３３は、配信実績として、動
画広告のインプレッション数、ＣＰＭ（Cost　Per　Mille）、クリック数、ＣＰＣ（Cost
　Per　Click）、ＣＰＡ（Cost　Per　Action，　Cost　Per　Acquisition）、閲覧時間
のいずれか一つを取得する。
【００９１】
　これにより、実施形態に係る配信装置１００は、動画広告に対するユーザの反応をさま
ざまな指標から取得できるため、異なる複数の音声情報のうちから動画広告に最適な音声
情報を決定できる。
【００９２】
　以上、本願の実施形態のいくつかを図面に基づいて詳細に説明したが、これらは例示で
あり、発明の開示の欄に記載の態様を始めとして、当業者の知識に基づいて種々の変形、
改良を施した他の形態で本発明を実施することが可能である。
【符号の説明】
【００９３】
　　　１　配信システム
　　１０　広告主端末
　　２０　端末装置
　　３０　コンテンツサーバ
　１００　配信装置
　１１０　通信部
　１２０　動画情報記憶部
　１３０　制御部
　１３１　入稿受付部
　１３２　要求受付部
　１３３　取得部
　１３４　決定部
　１３５　配信部
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